
情報提供企業の募集 

 

防衛装備庁は、輸送用無人機に関して、その取得方法を検討するに当たり、以下の

とおり、情報提供する意思のある企業を募集しますので、ご協力をお願いします。 

 

令和８年９月１１日 

防 衛 装 備 庁 

 

記 

 

１ 募集の目的 

重量物資等の端末空輸の一部を代替可能な無人機の取得に資するため、新規研究

開発もしくは現在研究開発中の機体を改修することにより所望の能力を有するため

の検討を行うに当たり、その取得要領、研究開発期間、コスト等について検討を行う。 

 

２ 情報提供企業の要件 

（１）輸送用無人機の成立性に係る検討を行うため、航空機製造事業法（昭和２７年法

律第２３７号）第２条の２に示される経済産業大臣の許可を得ていること。 

（２）取扱い上の注意を要する文書等及び注意電子計算機情報の取扱いについて（防

防調第 ４６０８号、１９．４．２７ ）に定める 取扱い上の注意を要する文書等

の開示について防衛省が適当であると認める企業であること。特に、装備品等及

び役務の調達における情報セキュリティの確保について（通達）（防経装第９２４

６号）別紙「装備品等及び役務の調達における情報セキュリティの確保に関する

特約条項」において規定される「調達における情報セキュリティ基準」の確認を受

けた実績があること。 

（３）取扱い上の注意を要する文書を取り扱うに当たり、情報保全を適切に行うこと

に関する誓約書を提出すること。 

 

３ 情報提供に係る意思の確認 

情報提供する意思のある企業は、令和８年９月３０日（水）１８００までに、情報

提供意思表明書（別添）に前項の要件を確認できる書類を添付の上、第６項に示す担

当窓口に提出してください。 

また、提出する場合は、前日までに電子メールでその旨を同担当窓口に連絡してく

ださい。 

 

４ 今後の進め方 

本提案に応じた企業のうち、別途提示する情報提供依頼書等の保全に関する誓約

書を提出後、第２項の要件を確認した者との間で意見交換を行い、その後、情報提供



依頼を行います。なお、本提案への協力により、将来における本システムに関連する

何らかの事業の実施を約束するものではありません。 

 

５ その他 

（１）本情報提供に関して使用する言語は日本語とします。 

（２）貴社が提出された情報提供書は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（平成１１年法律第４２号）による開示請求があった場合、防衛装備庁が開示する

ことを制限した内容を除き、開示することを前提とします。ただし、貴社が防衛省

以外に開示制限を希望する情報については、具体的内容及び理由を明記（様式任意）

することにより、貴社の許可なく開示することはありません。 

 

６ 担当窓口 

プロジェクト管理部事業監理官（航空機担当）付 

住所：〒１６２－８８７０ 東京都新宿区市谷本村町５－１ 

電話：０３－３２６８－３１１１（内線）２６２３８／２６２８７ 

電子メールアドレス：nakagawty3@atla.dss.mod.go.jp    

                     higashik03@atla.dss.mod.go.jp 

(メール送付の際、件名冒頭に【貴社名（５字以内の省略形）_輸送無人機 RFT】を

付記してください。例：【ALTA_輸送無人機 RFT】、【装備庁_輸送無人機 RFT】) 



防衛装備庁プロジェクト管理部事業監理官（航空機担当） 御中 

 

 

 

情報提供意思表明書 

 

 

 

所 在 地           

企 業 名           

代表者氏名           

 

 

輸送用無人機について情報提供の意思を表明します。 

 

１ 企業名 

 

２ 所在地 

 

３ 担当者氏名 

 

４ 所属部署 

 

５ 電話番号 

 

６ FAX 

 

７ 電子メールアドレス 


